
■定数：２名以上（法律上１名以上） 
■任期：２年以内 

評議員会（諮問機関） 

■定数：理事定数の２倍を越える人数 
■任期：２年以内 
■議決：評議員総数の過半数で決定 

評議員 

評議員（利用者の家族代表） 

評議員（理事） 評議員（理事） 評議員（理事） 評議員（地域代表） 

措置事業、保育所、介護保険事業のみ実施する法人は評議員会の設置は任意 

管理職 
（施設長） 

専門職等 

施設 

理事会の同意を経
て、理事長が委嘱 

役員 

理事会の議決を経て、
理事長が任免 

管理職 
（事務局長） 

職員 

法人本部 

理事長 
が任免 ■定数：６名以上（法律上３名以上） 

■任期：２年以内（再任可） 
■議決：理事総数の過半数で決定 

理事長 

理事 

理事の中から互選 

監事 
（財務諸表を監査し得る者） 理事総数の3分の2の同意を

得て、理事長が委嘱 

理事 理事 

理事 
（学識経験者又は 
地域の福祉関係者） 

理事 
（施設長等） 

理事会（業務決定機関） 

監事 
（学識経験者又は 
地域福祉の関係者） 

監査 

監事 

監査結果 
の報告 

■定数：２名以上（法律上１名以上） 
■任期：２年以内（再任可） 

理事の 
選任 

監査結果
の報告 意

見 

諮
問 

評議員
の選任 

職員の 
任免 

施設長の 
任免 

評議員（理事） 評議員（理事） 評議員（理事） 

監事の 
選任 

監事の 
選任 

現在の社会福祉法人の組織 

※各法人の定款において、理事をもって組織される業務決定機関を「理事会」と定めている。 

○ 社会福祉法人は、憲法第89条を踏まえた「公の支配」の下に属すると考えられ、社会福祉法人の高い 
 公益性に配慮して、公正かつ適正な運営が図られるような仕組みとしている。 
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社会福祉法人 

法人本部 

○ 

○
事
業 

△ 

△
事
業 

□
□
事
業 

☓ 

☓
事
業 

社会福祉法人に対する監督 

 
○実施主体 
  所轄庁 
  （国、都道府県市） 
○権限 
  認可、報告徴収、 
 監査、業務停止命令、 
 役員解職勧告、 
 解散命令等 
○会計基準による会計 
 処理 
※根拠法 
 社会福祉法 

法人監督 
 

○実施主体 
   都道府県、 
  指定都市、中核市 
○権限 
   許可、届出、認可、 
  指定、監査、報告 
  徴収、改善命令、 
  事業停止命令等 
○会計基準による会計 
  処理 
※根拠法 社会福祉法、 
 老人福祉法、障害者総合 
 支援法、児童福祉法等 

 

施設（事業） 
監督 

■ 社会福祉法人に対しては、法人に対する監督を併せて、法人が経営する施設（事業）に対する 
 監督の仕組みが存在。 

国民に対する情報公開 
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財務諸表の公開状況（第18回規制改革会議資料） 
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老人 
福祉 

障害者
福祉 

児童 
福祉 

保育所 生保 社協 その他 合計 

国 
171 

(90.5%）  
63 

(94.0%)  
13 

(65.0%)  
75 

(91.5%)  
5 

(100.0%)  
1 

(100.0%)  
22 

(88.0%)  
350 

(90.0%)  

都道
府県 

1,168 
(70.6%)  

719 
(73.7%)  

85 
(64.9%)  

661 
(58.6%)  

20 
(83.3%)  

464 
(50.3%)  

95 
(89.6%)  

3,212 
(65.0%)  

指定
都市 

557 
(78.9%)  

335 
(75.1%)  

55 
(62.5%)  

731 
(67.9%)  

12 
(85.7%)  

134 
(98.5%)  

23 
(88.5%)  

1,847 
(74.1%)  

中核
市 

450 
(70.1%)  

263 
(68.8%)  

39 
(55.7%)  

663 
(60.3%)  

6 
(85.7%)  

39 
(100.0%)  

12 
(66.7%)  

1,472 
(65.2%)  

一般
市 

1,817 
(70.1%)  

915 
(64.8%)  

135 
(56.0%)  

2,267 
(57.3%)  

11 
(73.3%)  

630 
(91.8%)  

16 
(53.3%)  

5,791 
(64.8%)  

合計 
4,163 
(72.0%)  

2,295 
(69.9%)  

327 
(59.5%)  

4,397 
(59.9%)  

54 
(83.1%)  

1,268 
(71.1%)  

168 
(82.0%)  

12,672 
(66.7%)  

  
老人 
福祉 

障害者
福祉 

児童 
福祉 

保育所 生保 社協 その他 合計 

国 
81 

(47.4%)  
36 

(57.1%)  
8 

(61.5%)  
29 

(38.7%)  
3 

(60.0%)  
1 

(100.0%)  
17 

(77.3%)  
175 

(50.0%)  

都道
府県 

507 
(43.4%)  

361 
(50.2%)  

48 
(56.5%)  

220 
(33.3%)  

15 
(75.0%)  

278 
(59.9%)  

46 
(48.4%)  

1,475 
(45.9%)  

指定
都市 

198 
(35.5%)  

154 
(46.0%)  

33 
(60.0%)  

164 
(22.4%)  

11 
(91.7%)  

97 
(72.4%)  

9 
(39.1%)  

666 
(36.1%)  

中核
市 

164 
(36.4%)  

116 
(44.1%)  

16 
(41.0%)  

179 
(27.0%)  

3 
(50.0%)  

32 
(82.1%)  

6 
(50.0%)  

516 
(35.1%)  

一般
市 

640 
(35.2%)  

383 
(41.9%)  

59 
(43.7%)  

520 
(22.9%)  

8 
(72.7%)  

426 
(67.6%)  

8 
(50.0%)  

2,044 
(35.3%)  

合計 
1,590 
(38.2%)  

1,050 
(45.8%)  

164 
(50.2%)  

1,112 
(25.3%)  

40 
(74.1%)  

834 
(65.8%)  

86 
(51.2%)  

4,876 
(38.5%)  

＜ＨＰがある法人数及び割合＞ ＜ＨＰで公表している法人数及び割合＞ 

■全国１９，８１０の社会福祉法人のうち、回答を得た法人は１９，０１２法人（９６．０％）。７９８法人は未回答。 
■回答を得た１９，０１２法人のうち、ホームページがある法人は１２，６７２法人（６６．７％）。 
■ホームページがある１２，６７２法人のうち、貸借対照表及び収支計算書の全て若しくは一部を公表している 
  法人は４，８７６法人（３８．５％）。公表していない法人は７，７９６法人。 
■所轄庁別では、指定都市・中核市・一般市が所管する法人の公表割合が低調であり、中でも一般市が所管 
  する法人で公表していない法人が３，７４７存在（公表していない法人の約半数）。 

【参考】ホームページでの財務諸表の公開状況の内訳（所轄庁及び事業属性別） 
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